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M&Gインベストメンツの不動産投資部門であるM&Gリア
ル・エステート（以下、「当社」又は「M&Gリアル・エステ
ート」という）は、世界有数の不動産投資会社です。その
ため、当社の事業は、社会、環境、経済に幅広く影響を与
えると認識しています。環境的、社会的問題は、陳腐化、
減価償却率、契約の取り消し、運用コストあるいは流動
性など、不動産市場のファンダメンタルズに既に影響を及
ぼしています。

気候変動は今日世界が直面している最も重要な環境問
題であると当社は考えています。気候変動がもたらすリス
クは多面的で広範囲に及び、環境や社会への影響は深
刻です。気候に関するパリ協定1によると、世界の平均気
温上昇を産業革命前の水準よりも2°Cを大きく下回る上
昇幅に抑えるには、2050年までに世界の温室効果ガス
(GHG)排出量を正味ベースでゼロ(ネットゼロ)にする必要
があります。

これは、日常の行動を大きく変えること、投資によって低
炭素経済へ移行することによってのみ達成することがで
きます。

2020年3月、M&G plcは気候変動への取り組みに焦点を
当て、この取り組みを加速させるために、次の2点にコミッ
トすることを発表しました。

 ● 資産の所有者及び運用者として、当社は、パリ協
定と英国政府の目標に沿って、2050年までに運
用及び管理する全資産において、正味ベースで二
酸化二酸化炭素排出量をゼロにすること(ネット
ゼロ)にコミットしました。これは、M&Gインベスト
メンツが運用する全ての投資資産が対象です。

 ● 企業としては、2030年までに当社が排出する 
二酸化炭素排出量をネットゼロにすることにコミ 
ットしました。

M&Gリアル・エステートについては、ベター・ビルディン
グ・パートナーズ(Better Buildings Partnership「BBP」)
の気候変動に対するコミットメント2の創立署名者の1社と
して、2019年後半にグローバルの不動産の全ポートフォ
リオを2050年までにネットゼロにすることにコミットしま
した(2020年9月30日における運用資産残高(キャッシュ
を含む)は335億ポンド)。 

建物に由来する二酸化炭素排出量は世界全体の約40％
を占めているため3、気候変動の悪影響を抑制するために
は、建築部門で脱炭素化を達成する必要があります。

気候変動への取り組みの一環として、当社は、ネットゼロ
を積極的に達成するための道程(みちのり)を示すために
このレポートを作成しました。当社は、企業として、そして
セクターの一員として、直面する複雑な課題について開示
することに努めてきました。業界との協力関係が重要で
あると信じており、BBP ネットゼロのワーキンググループ
の議長を引き受けたのは当社のネットゼロに対するコミ
ットメントを示すものです。 

当社は進捗状況を毎年報告します。このレポートは、当社
の投資運用会社としての取り組みと進捗状況の概要を提
供することを目的としています。当社はグローバルに多く
の資産クラスを運用しているため、単一市場に的を絞っ
た取り組みはそぐわないと考えています。このレポートを
補足するために、投資戦略ごとに、戦略固有に設定した
目標とパフォーマンスデータを基に、取り組みとコミット
メントに対する具体的な進捗状況を投資家に提供いたし
ます。 

ネットゼロ達成への道程

1パリ協定(第21回気候変動枠組条約締約国会議)、2015年9月
2https://www.betterbuildingspartnership.co.uk/member-climate-change-commitment
3国際エネルギー機関

このような取り組みが投資パフォーマンスを良化させる保証はありま 
せん。

トニー・ブラウン 
M&Gリアル・エステート 
責任者
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2012・2013年対比での二酸
化炭素絶対排出値の削減幅

が1年間に消費する電
力を購入

低コスト・ゼロコストに
よる

エネルギー
消費削減

太陽光による発電量

スマートビルディング
テクノロジー

33%

4万1千戸 6 GWh

当社投資する建物のうちで
グリーンビルディング認証
を取得している建物の比率

34%

オンサイト発電

27% 200,000
2012・2013年対比でのエ
ネルギー強度の削減幅

トングリーン料金により削減
できた二酸化炭素排出量

2050年までに

達成をコミット

ネットゼロ

当社の二酸化炭素排出量削減の進捗状況
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M&G plcは、2050年までに運用する全ての資産でネット
ゼロ4を達成することをグループとしてコミットしていま
す。BBP の気候変動に対するコミットメントは、M&Gリ
アル・エステートが運用する全ての投資戦略を対象として
います。

M&Gリアル・エステートは、英国を含む欧州、アジア、北
米の全ての主要セクターに投資しており、運用資産残高
が335億ポンド**の世界有数の不動産投資家です。当社
は、保険会社などの機関投資家のほか、個人投資家も顧
客としています。合同運用と個別マンデートを顧客に提供
しています。

このレポートでは、どのようにすれば不動産投資でネッ
トゼロを達成できるかについて解説します。透明性を確
保するために、当社が運用する全資産について解説しま
す。

ただし、進捗状況を確認し、中間目標を策定するために、
当社が採用している取り組み方法を今後変更しなければ
ならない分野もあります。このような分野も2050年まで
にネットゼロを達成することにしていますが、次の分野に
関しては、特別に明示することを謳っていない限り、2025
年までは進捗状況の報告を明示せず、コミットメントの対
象にはしていません。

 ● 第三者ファンドを通じた間接的な投資－当
社は第三者が運用するファンドに関して、第
三者運用会社によるネットゼロに対するコ
ミットメントの進捗状況を掌握し、当社の報
告内容との整合性を図るために、該当運用
会社とエンゲージすることを目指します

 ● 土地など、店舗等でない資産

 ● 当社の責任が純粋に助言的業務である資産

 ● キャッシュ

上記の合計金額は全運用資産残高の約10％です(2020
年9月30日現在)。

本レポートでは、上記の4項目を除外した運用資産残高
を使用しています。

*2020年6月30日現在 **2020年9月30日現在(キャッシュを含む) ***2020年9月30日現在(キャッシュ・間接投資を除く)
4本レポートでは、「二酸化炭素」は気候変動の原因となる全ての温室効果ガスのことを指します。

英国
欧州(除く英国)

アジア
北米
キャッシュ

全オフィス
工業
リテール(ハイストリート)

リテール(ショッピングモール)

住居
リテール用倉庫
ホテル
レジャー
ヘルスケア・教育
その他

1% 1%3%

M&G 
Investments
運用資産残高

2,720億英ポンド*

M&Gリアル・
エステート

335億
英ポンド**

M&G ネットゼロに対す
るコミットメント
BBP気候変動に対する
コミットメント

38%

17%

11%

11%

9%

5%
4%

M&Gリアル・
エステート セク
ター別運用資産
残高比率***

62%14%

14%

6% 4%

M&Gリアル・
エステート 地域
別運用資産
残高比率

ネットゼロに向けた投資の対象範囲
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ネットゼロの進捗状況を把握し、二酸化炭素排出量の削
減計画を立てるにあたり、運用する全資産の二酸化炭素
排出を把握する必要があります。当社が運用する資産の
二酸化炭素排出量は、当社が直接コントロールできるエ
ネルギー関連の温室効果ガス(GHG)排出量(不動産所有
者として調達した電気・ガス由来、「スコープ1及び2排出
量5」と呼ばれる)やテナントが属するバリューチェーンで
の排出量、建設用資材、及び当社自体のサプライチェー
ン(「スコープ3排出量5」と呼ばれる)の合計です。

2020年に、中間的コミットメント対象の8戦略(運用資産
残高の72％)におけるスコープ1、2、3の排出量の完全か
つ包括的な測定を完了したことにより、運用戦略におけ
るスコープ3の排出量の影響の実態を把握する精度を大
幅に向上させることができました。この評価では、ほとん
どの不動産セクターと同様に、排出量のごく一部しか直
接的にコントロールできないこと(スコープ1と2合計で総
排出量の13％)が明らかになりました。全般的には、テナ
ントのエネルギー消費に伴うスコープ3の排出量(総排出
量の43％)及び開発工事と改修工事に伴う排出量(総排

出量の35％)が2大排出源であることが明らかになりまし
た。この2分野で排出削減を推進することがネットゼロ
のコミットメント達成にとって重要であると認識していま
す。

対象となった8戦略の排出量を分析したところ、排出源
によって排出量に大きな違いがあることが明らかになり
ました。これは、多くの要因の中でも、投資戦略と投資す
る地理的条件が大きく影響しています。例えば、戦略の
総排出量に占める、テナントによるエネルギー使用の比
率は、低くは2％から、高くは93％と大きな差がありまし
た。これは、戦略ごとに二酸化炭素排出量削減に対する
取り組み方法を策定する必要があることを明確に示して
います。

2021年中に、今回対象となった全戦略の完全な温室効果
ガス負荷分析を完成させ、その結果を全戦略のネットゼ
ロ達成に活用します。

所有者が消費するエネルギー由
来の排出

その他の排出源

テナントによるエネルギー消費
からの排出

開発・改修によるエンボディド
・カーボン排出

二
酸
化
炭
素
排
出
量

(％
)

0

20

40

60

80

100

1 2 3 4 5 6 87

43%

35%

9% 13%

スコープ1
スコープ2
スコープ3

戦略

5スコープ1：燃料消費による排出(暖房のためのガス等)

スコープ2：電力やその他のエネルギー由来の第三者による間接的な排出

スコープ3：当社のバリューチェーン(テナントによるエネルギー消費、購入した材料、サプライチェーン企業)による間接的な排出

当社のグローバル不動産ポートフォリオが
排出する二酸化炭素による負荷
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業界が緊急に策定する必要があります。当社はこの議論
において積極的な役割を果たしています。

基準が明確になるまでの間、当社はネットゼロに対する
取り組みに以下の原則を適用することにしました。

運用期間中の建物をネットゼロと見なす条件は次のとお
りです。

 ● エネルギー効率が高く、エネルギー消
費に関する特定の基準を充足している
(詳細については9ページを参照)

 ● オンサイト又は再生可能エネルギー料金が適
用された再生可能エネルギーを使用している

 ● 上記2点で排出量をゼロにできない
場合は、カーボンオフセットを利用し
て実質排出量をゼロにしている

エンボディド・カーボンをネットゼロと見なす条件は次の
とおりです。

 ● 開発や改修時におけるエンボディド・カーボンを
削減している(詳細については13ページを参照)

 ● 上記で排出量をゼロにできない場合は、カーボン
オフセットを利用して実質排出量をゼロにしている

当社の取り組みと定義は、業界基準に沿って更新しま
す。 

ネットゼロのコンセプトは一面では単純でありながら、非
常に複雑な面も持ち合わせています。単純な側面として
は、建物の運用期間のエネルギー消費に起因する年間の
二酸化炭素排出量、又は建物の開発と維持に使用される
エンボディド・カーボン(内包二酸化炭素)の排出量を意
味します。ネットゼロは、二酸化炭素排出量を可能な限り
削減すること(効率の向上と製品における炭素量の削減)
、オンサイト(その場で)の再生可能エネルギー生成、オフ
サイト(離れた場所)で生成された再生可能エネルギーの
使用、及び削減できない排出を他の排除源と相殺する 
「オフセット」を組み合わせることによって達成します。
建物の運用期間の二酸化炭素と資材に含まれる炭素の
両方がネットゼロの場合、ライフサイクルでのネットゼロ
を達成したことになります。

ただし、業界はその運用上の細かな点に関してコンセン
サスには達していません。例えば、

 ● 建物運用期間中のネットゼロ達成にあたって、特定
水準のエネルギー効率を達成する必要があるか

 ● 認定されている再生可能エネルギー料金は妥
当か、それとも新たな料金体系が必要か

 ● オフセットはどのようなときに使用してよいか。ど
の程度の検証・認証を取得する必要があるのか

期待基準を明確にするためには、ネットゼロ認証の仕組
みを正しく反映し、ネットゼロに対する一貫した考え方を

運用中の建物
をネットゼロにする
エネルギー効率の
高い建物
再生可能エネルギ
ーを使用
排出量を削減でき
ない場合はカーボ
ンオフセットを利用

エンボディド・カー
ボンをネットゼロにする
開発や改修時の
エンボディド・カ
ーボン削減
排出量を削減で
きない場合はカ
ーボンオフセッ
トを利用

ライフサイ
クルでネット
ゼロを達成

ネットゼロの定義
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データの収集・
検証・認証

効率的な利用と
再生可能エネル
ギーの使用

テナントをネッ
トゼロに導く

開発・改修時
の二酸化炭素
排出量削減

オフセット オフセットは、排出量削減が不可能な場合の施策の1つ。2021年中にガイドラインを策定し、その後は適宜見直す

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

全投資戦略の
二酸化炭素排
出量

テナントにデータの収集
を依頼し、テナントの
二酸化炭素排出量をゼロ
にする計画を把握する

運用時の排出とエンボデ
ィド・カーボン排出の目標
を織り込んで持続可能な開発
と改修の枠組みを更新する

テナントがネットゼロ
を推進するための仕組
みを導入させる

戦略ごとにネットゼロ
達成の経路を策定し、
戦略に沿った中間目標
を策定

全運用資産において
化石燃料の使用をゼ
ロにする

エンボディド・カーボン
排出量削減の証明認定
を受ける

>75% 実デ
ータに基づく
二酸化炭素
排出量測定

>50% グリーン
ビルディング
認証を受けた
資産額の比率

>90% グリーン
ビルディング認証
を受けた資産額の比率

>90%実デー
タに基づく
二酸化炭素
排出量測定

投資する不動産
において電力の
100％を再生可能
エネルギー源に
する

全運用資産の電力
を再生可能エネル

ギー源にする

テナントが使用
する全エネルギーを
再生可能エネルギー

にする

開発・改修でネットゼロを
達成、ライフサイクルを通
してのネットゼロを達成

M
&
Gリ
ア
ル
・
エ
ス
テ
ー
ト
－
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

各戦略は独自の経路をもち、早期にネットゼロを達成することもあり得る

ス
コ
ー
プ

1　
目
標

ス
コ
ー
プ

2　
目
標

ス
コ
ー
プ

3　
目
標

ス
コ
ー
プ

3　
目
標

2050年の達成を目標としているネットゼ
ロ－どのように達成するのか 
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データは、パフォーマンスを確認し、高い目標に対する進
捗が順調であるかを確かめるために重要です。エネルギ
ー消費と二酸化炭素排出量の削減を正確に把握すること
は、当社が長年にわたって実施してきた責任ある不動産
投資(RPI)の重要な要素です。同様に、第三者のグリーン
ビルディング認証を使用することで、資産ごとのパフォー
マンスの重要な評価が得られ、ベストプラクティスの策定
と改善点の特定に役立ちます。完全なデータを検証し、
認証することは、ネットゼロに対するコミットメントを全
うするためには不可欠であると考えています。

現在の環境データ管理プログラムは、全ての資産のエネ
ルギー使用、水、廃棄物の運用管理に関する環境パフォ
ーマンスデータ(エネルギーと炭素を含む)を収集します。 
このデータは、四半期レビューの厳格なプロセスと、毎年
実施されるISO 50002、ISO 14064-3、ISO 14046、及
びISO19011検証標準に則った外部コンサルタントによる
正式な限定検証に使用されます。

ネットゼロへの取り組みの一環として、データ収集プログ
ラムの範囲を拡大し、全てのテナントが消費するエネルギ
ーを対象にすることに取り組んでいます。既に2020年に
は、資産運用チームと資産管理チームが運用する長期イ
ンカム戦略において、テナントとの直接的なエンゲージメ
ントを実施したこと、欧州戦略においてテナント・エンゲ
ージメントとスマートメーターシステムに取り組んだこと
など、この分野で大きな成功を収めています。2021年中
には、このような取り組みを他のポートフォリオに拡大す
る予定です。エンボディド・カーボンに関しては、全ての新
しいプロジェクトにおける排出の測定要件を設定するた
めに、「持続可能な開発と改修の枠組み」の更新作業を
行っているところです。2025年までに、二酸化炭素排出
量測定の75％を実際のデータに基づくものにするという
一里塚的な目標を設定しました。

もう1つの一里塚的な目標は、2025年までに、グリーンビ
ルディング認証を受けた資産額の比率を50％するという
ことです。2020年には、2019年にグリーンビルディング
認証を受けている運用資産額が全運用資産額の31％で
あったのを、34％に増加させるという大きな進展がありま
した。2021年には、既存の建物の認証を増加させるとと
もに、開発・改修中のプロジェクトの認証を強化すること
を目標にしています。

グリーンビルディング認証は、運用期間中の建物による
排出とエンボディド・カーボン排出の両方において、物件
レベルでネットゼロのパフォーマンスを測定するものであ
り、第三者による検証を受けるための標準的なツールと
して重要な役割を果たすと考えています。当社は、業界他
社やBREグローバル社などの認証機関と協力して、ネット
ゼロの評価基準の開発に取り組んでいます。

*2020年9月30日現在、キャッシュを除く

50%
グリーンビルディング認証
を受けた資産額の比率

2025年ま 
での目標

34%
グリーンビルディング認証
を受けた資産額の比率*

2020年 
の成果

>75%
実データに基づく二酸
化炭素排出量測定

2025年ま 
での目標

データ－収集・検証・認証
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どのようにネットゼロの達成に取り組むにせよ、エネルギ
ー消費の削減が不可欠であると当社は信じています。当
社がコントロールできる物件においては、エネルギー利
用強度を削減し、再生可能エネルギーの割合を増やすこ
とに大きな成功を収めています。2012・2013年と比較し
て、物件の所有者として、2025年までに調達するエネル
ギーのエネルギー強度を25％(傾向値として)削減すると
いう目標を設定しました。 2020年3月31日の時点で、運
用するポートフォリオのエネルギー使用量を27％削減す
ることができました。

この成功は、エネルギーの包括的なモニタリング、改善点
を特定するためのサプライチェーンとのエンゲージメント
の枠組み、及び効率の向上を実現するための的を絞った
投資、の組み合わせによって実現できました。具体的な例
としては、照明をLEDに交換したこと、重要と考える資産
の運用効率を維持するためのさまざまなリモート監視技
術の導入です。このようなテクノロジーを他の物件に適用
することを目指しています。

また、新築物件と改修物件のエネルギー効率の向上を推
し進めました。2021年中に英国を含めた欧州において、
持続可能な開発と改修の枠組みを更新して、全ての物件
により高いパフォーマンス要件を設定します。アジアと北
米においては、現地のグリーンビルディング認証を採用し
た基準を設定し、パフォーマンスの向上を推進します。

*2020年3月末現在

当社は、運用する全ポートフォリオで再生可能エネルギー
の使用を拡大するという積極的な目標を持っています。
英国で運用する物件が使用する電力の大半(92％、グロ
ーバルで運用する資産が消費するエネルギーの45％*に
相当)は、再生可能エネルギー発電源証明(Renewable 
Energy Guarantee of Origin、「REGO」)で認定された
ゼロカーボン料金で購入しています。当社は、欧州、アジ
ア、北米の資産運用チーム及び資産管理チームの協力の
下で、現地の状況が許す限り、再生可能エネルギー料金
で購入する方針です。また、再生可能エネルギーの入手手
段として、また発電インフラの開発を直接サポートする方
法として、電力購入契約に基づいた購入も検討します。オ
ンサイト発電に関しては、過去1年間にアジアのポートフォ
リオの発電量を大幅に増やし(2019/2020年は2.4GWh*)
、2021年第1四半期にさらに発電容量を1,250kW増加さ
せる予定です。英国と欧州のポートフォリオにおいても、
オンサイト発電を重要視していますが、2021年中にはさ
らに多くの地域で設置が可能かの評価を進めます。

ネットゼロ戦略でもう1点重要視していることは、ポートフ
ォリオ全体と各資産のパフォーマンスをネットゼロのベン
チマーク対比で測定することです。測定することにより、
どういう点がパフォーマンスを悪化させているかと、パフ
ォーマンスを向上させるために必要な事項とそのための
資金コストを把握することができます。当社は、運用する
全てのポートフォリオにわたって、戦略単位でネットゼロ
を達成する道程の策定に取り組んでいます。これには、

戦略ごとのネットゼロの
経路と中間目標の策定

当社が焦点 
を当ててい 
ること

27%
不動産所有者とし
て、2012･2013年対比でのエ
ネルギー強度の削減幅

2020年の 
進捗状況

62%
グローバルで、再生可
能エネルギー料金で購
入した電力の比率

2020年の 
進捗状況

6 GWh
オンサイトでの発電量*

2020年の 
進捗状況

運用期間のエネルギー効率を高め、再生可能エネルギーで発電

現実的な中間目標の設定とその開示方法が含まれます。
次のページでは、当社が既に多くの戦略でこの作業を開
始していることを解説します。
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ネットゼロのための施策

投資回収期間が短
期のエネルギー効
率対策

投資回収期間が長
期のエネルギー効
率対策

オンサイトでの再
生可能エネルギー
発電

二酸化炭素排出量
が多い暖房システ
ムの交換

2020年
(基準年)

物
件
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
強
度
(k
W
h/
m

2 )

ネットゼロ達成のためのエネルギ
ー強度の目標

再生可能エネルギ
ー料金に基づくエ
ネルギーに全面移
行

施策後のエネ
ルギー消費

建物運用期間でネットゼロを達成

どのように建物運用期間におけるネットゼロを達成するか

2020年に、外部コンサルタントの協力を仰ぎ、運用する
多くの戦略において、戦略固有の事情に合わせたネット
ゼロへの経路の策定に着手しました。

各戦略におけるネットゼロへの経路は、ネットゼロに対す
る取り組みにおいて非常に重要です。経路を策定するこ
とにより、戦略ごとのパフォーマンスとネットゼロを達成
するために必要な行動を把握することができます。経路
は以下のプロセスにて策定します。

 ● 業界の適切なベンチマークを使用してテナ
ントの推定エネルギー消費量を含め、各ポ
ートフォリオの個別資産の現在のエネルギ
ー消費量と二酸化炭素強度を測定する

 ● 資産レベルで、カーボンリスク不動産モニター
(CCREM)や、政府や業界のワーキンググループ(
英国グリーンビルディング評議会など)が設定す
る国としての枠組みを含め、ネットゼロの指標と
して新たに認知される目標に対するパフォーマン
ス(目標を達成できない資産を含め)を測定する

 ● 物件ごとに利用可能なエネルギーと二酸化炭素
削減の経路を特定する。これには、導入が容易
な対策だけでなく、暖房システムの脱炭素化など
の大きな変化を必要とする破壊的な対策が、ネ
ットゼロ達成にどの程度寄与するかを試算する

 ● これら対策のコスト、すなわちネットゼロを
達成するためのコストを定量化する。その
結果は運用プロセスにとって重要である

 ● 資産レベルでまだベンチマークとパフォ
ーマンスに差があるかを把握する

当社の資産運用チーム及び資産管理チームは、経路策定
の初期段階でプロセスに関与しており、策定されたモデ
ルが機能しているかの詳細な評価を現在行っています。
他チームと合同で作業することにより、各資産の技術的
条件、賃貸契約、及び投資戦略に関する理解を深めるこ
とができます。このプロセスにより、各戦略はネットゼロ
の経路をさらに改善し、現地での監査が必要となる物件
を特定し、2050年まで、あるいはそれ以前にネットゼロ
を達成するために当面必要なことと、明確な中間目標を
設定することができます。当社は、全ポートフォリオでネ
ットゼロ達成のための経路の作成に取り組んでいます。

エネルギー効率を高め、再生可能エネルギーで発電－
投資戦略のネットゼロ達成の経路
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テナントが使用するエネルギーから発生する二酸化炭素
排出量は、多くの場合、運用するポートフォリオにおける
排出量のなかで最大です。建物の運用期間におけるネッ
トゼロを達成するには、エネルギー効率を高め、再生可
能エネルギーの使用を増やし、そして物件単位での暖房
システムの脱炭素化を図るなど、テナントにネットゼロに
向けて共に歩んでもらう必要があります。

当社が重点的に取り組んでいることは、データを収集し、
テナントのネットゼロ計画を理解するためにテナントと
エンゲージすることです。テナントとエンゲージすること
で、現在の正確なエネルギー効率、及びテナントのネット
ゼロ計画でパフォーマンスがどのように変化するかを把
握することができます。モデル化のための重要な情報を
このように収集することで、当社だけでなく、テナントに
も有益であるネットゼロを達成するためにどのように協
力し、どのような分野で共同投資する機会があるかを特
定します。.

昨年、当社は、ネットゼロとより広範な持続可能性の問
題についての話し合いを開始するために、多くのテナント
と多くのエンゲージメントを持つ機会をつくることに着手
しました。その結果、当社自身の積極的なネットゼロ目
標と同様の戦略を策定済み、あるいは策定中である多く
のテナントの存在を確認できました。次のステップは、特
に再生可能エネルギーとオンサイト発電の分野で、テナ
ントの積極的な姿勢を支援する機会を特定し評価するこ
とです。

テナントのデータの入手を容易にしているのは、グリーン
リース(オーナーとテナントが協働し、不動産の省エネな
どの環境負荷の低減や執務環境の改善について契約や
覚書等で取り決める)契約を締結していること、及びデー
タ収集を自動化するテクノロジーです。当社の欧州ポート
フォリオでは、既に試験的にスマートメーターとエンゲー
ジメントテクノロジーを採用しており、欧州ポートフォリオ
の多くの物件で積極的に使用され、エネルギーパフォー
マンスの傾向を確認するためのウェブベースのツールをテ
ナントに提供しています。当社の目標は、この手法を2021
年中に他のポートフォリオに拡大し、テナントとの話し合
いを通じて共同で取り組めるプロジェクトを特定し、試
験的に実施に移すことです。

テナントとエンゲージし、デ
ータ収集とネットゼロ計画
の重要性を理解してもらう

当社の取 
り組み

多くのテナントと協力し
てデータを収集し、ネ
ットゼロに向けた積極
的な姿勢を共有する

2020年の 
進捗状況

テナントと共にネットゼロ達成に向けて歩む
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エンボディド・カーボン排出は、建物を建築し、維持する
際に排出される温室効果ガスです。これは、特に大型の
開発や改修を行う場合、投資戦略におけるスコープ3排
出の最大級の発生源になることがあります。

エンボディド・カーボンの大部分は、物件の開発と改修の
過程で排出されます。ただし、エンボディド・カーボンの
排出は、物件のメンテナンス及び内装工事においても発
生します。この排出量はネットゼロ計算の対象に含まれて
います。

エンボディド・カーボン排出を削減するために重要なこと
は、持続可能な開発と改修の枠組みとして設定された新
しい要件を通じて、エンボディド・カーボン排出量とライ
フサイクルにおける排出量を算定すること、及び排出量
の削減目標を策定することです。これに加えて、建物の運
用期間の排出削減に関するより積極的な要件も設定しま
す。シンガポールで最初にBCAグリーンマーク(超低エネ
ルギー)認証を取得した建物の1つであるスルバナ・ジュロ
ン(Surbana Jurong)を始め、世界中で上記の手法を既に
採用した建物があります。

当社は、より幅広い業界に属する企業と協力して、エン
ボディド・カーボン排出に対する理解を深め、報告と測定
を強化し、循環経済の原則に組み込むことに取り組んで
います。2019年、当社は「From Principles to Practices(
原則から実践へ)」に参加しました。これは、ArupとEllen 
MacArthur財団が主導する、循環経済の原則を日常的な
建設環境で実践することを目的とした、2段階からなる共
同プロジェクトです。プロジェクトに関するレポート『不
動産における循環経済の価値の実現6』は、循環経済に
対する考え方及び建設環境に関するケーススタディーを
通じて、循環モデルがどのようなものかについて記述して
います。

6https://www.ellenmacarthurfoundation.org/assets/downloads/Realising-the-value-of-circular-economy-in-real-estate.pdf

持続可能な開発・改修の枠組
みにおける運用期間中の排出
とエンボディド・カーボン排
出の現況をアップデートする

当社の取 
り組み

スルバナ・ジュロン 
シンガポールで最初に超低エネルギー認証を取得した建物の1つ

開発・改修時の二酸化炭素排出量の削減
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経路と行動目標
以下の表は、業界他社との比較を可能にするために、BBP気候変動コミットメントに沿った経路における行動目標をまとめたものです。

テーマ 目標 戦略(特段の断りがない限り2021年末が期限) レポーティング用の測定基準

建物運用期間中の二
酸化炭素排出量 

ポートフォリオの資産のエ
ネルギー消費と炭素強度
を削減し、業界のエネル
ギーと炭素削減の目標に
合致させる

 ● Carbon Risk Real Estate Monitor(不動産炭素リスクモニター「CRREM」)などの業界標準の枠組
みに沿って、投資戦略ごとに運用期間中の二酸化炭素排出量についてのネットゼロ経路で定めた
対策を実施し、建物レベルのエネルギー及び炭素削減の道筋とエネルギー対策の計画を策定する

 ● ネットゼロ経路の進捗状況と照らし合わせて、投資戦略ごとに建
物運用期間におけるネットゼロの目標を設定する

 ● データの精度を向上させ、テナントから提供されるデータ分析の強化を図る
 ● 英国と欧州の持続可能な開発と改修の枠組みの更新内容に合わせて、建物運用
期間中のパフォーマンス目標を設定する。アジアと北米では、グリーンビルディン
グ認証の枠組みと合致する基準を設定し、パフォーマンスの向上を図る

 ● 購入プロセスを強化して、ネットゼロ達成のためのコストを算定し計画を策定する

エネルギー強度(kWh/m2/年)

炭素強度(kgCO2e/m2/年)

ネットゼロのエネルギー効率目標を達成した運用資産
の比率

ネットゼロのエネルギー効率目標及びネットゼロを達成
した運用資産の比率

データ収集比率(実データに基づく賃貸可能面積に占め
る比率、テナントが消費するエネルギーに占める比率 
(推定MWh))

再生可能エネルギー
(オンサイト発電と外
部からの購入)

当社並びにテナントが使
用するエネルギーの脱炭
素化。オンサイトの再生
可能エネルギー利用を最
大化する

 ● 既存物件において、再生可能エネルギーをオンサイトで発電する可能性を追求する
 ● 英国と欧州の持続可能な開発と改修の枠組みの更新内容に合わ
せて、暖房の脱炭素化のための要件を設定する

 ● 英国と欧州の持続可能な開発と改修の枠組みの更新内容に合わせて、再生可能
エネルギーによるオンサイト発電の脱炭素化のための要件を設定する

 ● 可能な場合、輸入する電力が再生可能エネルギー供給認定(例えばREGO)を受
けていることを確認し、この基準を共同所有者が採用するよう奨励する

 ● 技術面及び採算面で可能な場合、電力購入契約を締結すること
により、再生可能エネルギー発電の開発を支援する

 ● テナントが購入するエネルギーの脱炭素化を推進するために、再
生可能エネルギー調達のサービス提供を検討する

オンサイト発電量(MWh)

再生可能エネルギーの調達量(MWh)

場所と市場ベースの排出量(tCO2e/年)

再生可能エネルギー購入の比率
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テーマ 目標 達成のための戦略(特段の断りがない限り2021年末が期限) レポーティング用の測定基準

エンボディド・カー
ボン

開発と改修の炭素強度を
削減する

 ● 英国と欧州の持続可能な開発と改修の枠組みの更新内容に合わせて、エンボ
ディド・カーボンとライフサイクルにおける脱炭素の目標を設定する

 ● 英国と欧州の持続可能な開発と改修の枠組み更新内容に合わせて、エンボディド・
カーボンとライフサイクルのおける脱炭素評価のしきい値と目標を設定する

 ● 上記の設定が完了したのち、内容を確認のうえ、アジアと北米の目標を設定する

炭素強度 (kgCO2e/m2)

カーボンオフセット オフセットは、二酸化炭素
排出量削減策を実施した
後に実行に移す

 ● 削減策実施後の二酸化炭素排出量をオフセットするための取り組みと具体的な方
法を開発する(例えば、内部炭素価格、購入したカーボンオフセットの使途)

 ● オフセット利用に関するガイドラインを作成する
 ● 英国と欧州の持続可能な開発と改修の枠組み更新内容に合わせて、オフセットする要件を設定する

オフセットされた排出量(tCO2e)

適用したオフセットの種類

第三者による検証・
認証

達成事項を明確にするた
めに、第三者による確固
たるデータの検証と認証
を受ける

 ● 投資戦略ごとのエネルギー使用状況と二酸化炭素排出量のデータを引き続き開示し第
三者による検証を受ける。グローバルでのパフォーマンスと、ネットゼロへの経路及びグ
ローバルに設定した中間目標に対する進捗状況を掲載した年次レポートを作成する

 ● 投資戦略固有の目標とガイドラインに則った物件ごとのグリーンビルディング認証を取得する
 ● 業界他社と協力して、建物運用期間におけるネットゼロとエンボディド・カ
ーボンのネットゼロを検証するための認証方法策定を推進する

第三者による検証報告書

グリーンビルディング認証を取得した運用資産残高比率

ネットゼロ認証を有する運用資産残高比率(入手可能に
なったとき)

ガバナンス・管理 ネットゼロ達成を確かな
ものにするため、透明性
のあるガバナンス体制を
確立する

 ● 最終的な責任は、M&Gリアル・エステートの取締役会と各投資戦略の責任者にある
 ● 定期的な進捗状況は、取締役会・戦略責任者及びネットゼロ達成に関係する委員会と共有する
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当社のネットゼロのコミットメントは、本ページ以下の表の内容に基づいています。

分類 分野 温室効果ガスの報告書上の分類 スコープ
種類

BBP気候変動のコミ
ットメント

M&Gリアル・エステー
トのコミットメント

その他

直接的な物件所有(当社が
経営権を有する共同所有
物件を含む)

所有者が購入したエネルギー(電力・燃料) 購入した電力・熱・スチーム、及び伝送・
配布に伴う損失

1･2･3

テナントが購入したエネルギー(電力・燃料) リース資産 3

所有者による冷蔵・冷却 購入した財・サービス 1

テナントによる冷蔵・冷却 テナント　スコープ3 3    

所有者が購入した水 購入した財・サービス 3

テナントが購入した水 テナント　スコープ3 3    

所有者による運用期間中の廃棄物 運用期間に発生した廃棄物 3

テナントによる運用期間中の廃棄物 テナント　スコープ3 3    

テナントによる輸送由来の排出 テナント　スコープ3 3    

テナントによるサプライチェーン由来の排出 テナント　スコープ3 3    

所有者が購入した財・サービス(材料・装置、物件管
理サービス)*

購入した財・サービス 3

*所有者が物件の維持などのために契約する物件管理、サービス料の回収事項、小規模な交換などの少額の設備投資など

当社が実施する二酸化炭素排出量削減の範囲
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分類 分野 温室効果ガスの報告書上の分類 スコープ
種類

BBP気候変動のコミ
ットメント

M&Gリアル・エステー
トのコミットメント

その他

投資(間接的所有。例えば、
共同所有物件で、他の所
有者が経営権を有してお
り、当社に経営権がない物
件や、他の不動産投資ファ
ンドや企業への投資)

所有者が購入したエネルギー(電力・燃料) 投資 
(投資額に比例）

3 ページ18の注1を
参照

テナントが購入したエネルギー(電力・燃料) 投資 
(投資額に比例）

3 ページ18の注1を
参照

所有者による冷蔵・冷却 投資 
(投資額に比例）

3 ページ18の注1を
参照

テナントによる冷蔵・冷却 テナント　スコープ3 3    

所有者が購入した水 投資 
(投資額に比例）

3 ページ18の注1を
参照

テナントが購入した水 テナント　スコープ3 3    

所有者による運用期間中の廃棄物 投資 
(投資額に比例）

3 ページ18の注1を
参照

テナントによる運用期間中の廃棄物 テナント　スコープ3 3    

来訪者による輸送由来の排出 テナント　スコープ3 3    

テナントによるサプライチェーン由来の排出 テナント　スコープ3 3    

所有者が購入した財・サービス(材料・装置、物件管
理サービス)*

購入した財・サービス 3 ページ18の注1を
参照

*所有者が物件の維持などのために契約する物件管理、サービス料の回収事項、小規模な交換などの少額の設備投資など
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分類 分野 温室効果ガスの報告書上の分類 スコープ
種類

BBP気候変動のコミ
ットメント

M&Gリアル・エステー
トのコミットメント

その他

開発 新規開発(資金調達付きの案件を含む) 購入した財・サービス 3

改修 購入した財・サービス 3

内装工事(所有者が施主) 購入した財・サービス 3 現在測定対象外
注2を参照 

内装工事(テナントが施主) テナント　スコープ3 3 現在測定対象外
注2を参照 

解体 販売する財の廃棄処理 3 ** **

企業 本社のエネルギー消費 会社設備 1･2 M&G plcがコミット

社有車 社有車 1 M&G plcがコミット

出張 出張 3 M&G plcがコミット

購入した財・サービス 購入した財・サービス 3 M&G plcがコミット

業務に伴う廃棄物 業務上の廃棄物 3 M&G plcがコミット

業務で使用する水 購入した財・サービス 3 M&G plcがコミット

通勤 社員の通勤 3 M&G plcがコミット

注：
15ページの「ネットゼロに向けた投資の対象範囲」に記載されているように、進捗状況を把握し、中間目標を策定するために、取り組み方法を今後変更しなければならない分野もあります。このような分野は2050年までにネットゼロを達成
する分野ですが、この分野に関しては、明示することを謳っていない限り、2025年までは進捗状況の報告には明示せず、コミットメントの対象にもしていません。間接的な投資に関しては、当社は第三者が運用するファンドのネットゼロに対
する該当運 用会社によるコミットメントの進捗状況を掌握し、当社の報告内容との整合性を図るために、該当運用会社とエンゲージすることを目指します。
2当社は、内装工事(施主が所有者とテナントの両方)がBBPネットゼロ・コミットメントの対象であることを認識しています。本項目に関して、業界が今後決定する対処方法の内容に沿って、当社は測定及び監視する体制を含め、経路に組み
込む方針です。

**解体に伴う二酸化炭素排出量の取り扱いに関しては、業界がコンセンサスに達していないため、BBP気候変動コミットメントの対象に含めていません。業界の理解が向上し、その取り扱い方法が合意された際は、当社の方針も変更されま
す。
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スコープ 排出源 M&Gリアル・エステート の負荷カテゴリー 総排出量 
 (tCO2e)

全排出量に 
占める比率 

スコープ1 直接燃焼 所有者が消費するエネルギー由来の排出 10,477 2%

スコープ1 冷蔵・冷却 所有者が消費するエネルギー由来の排出 77 >1%

スコープ2 電力 所有者が消費するエネルギー由来の排出 51,782 10%

スコープ2 暖房 所有者が消費するエネルギー由来の排出 2,748 1%

スコープ 3 資本財 開発・改修によるエンボディド・カーボン排出 182,609 35%

スコープ 3 財・サービスの購入 運用ポートフォリオから発生するエネルギー消費に
由来しないその他の排出

32,444 6%

スコープ 3 燃料・エネルギー関連
の行動

運用ポートフォリオから発生するエネルギー消費に
由来しないその他の排出

13,825 3%

スコープ3 水 運用ポートフォリオから発生するエネルギー消費に
由来しないその他の排出

1,211 >1%

スコープ 3 業務から生じるごみ 運用ポートフォリオから発生するエネルギー消費に
由来しないその他の排出

299 >1%

スコープ3 リース資産 テナントが消費するエネルギー由来の排出 226,301 43%

スコープ 3 投資 投資－現時点では排出源測定の対象外 –   0%

521,772

2019年12月年度末における、ネットゼロコミットメントの対象経路の8戦略(運用資産総残高
の72％)の排出源内訳

スコープ1排出：燃料消費による排出(暖房のためのガス等)

スコープ2排出：電力やその他のエネルギーなど生成した第三者による間接的な排出

スコープ3排出：他の全ての間接的な排出(テナントによるエネルギー消費、開発・改修で使用される材料からのエンボディド・カーボン排出、第三者が調達した商品及びサービス等)

所有者が消費するエネルギー由
来の排出

運用ポートフォリオから発生す
るエネルギー消費に由来しな
いその他の排出

テナントが消費するエネルギー
由来の排出

開発・改修によるエンボディド
・カーボン排出
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付録A：2020年における温室効果ガス排出による負荷
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ネットゼロのための施策

投資回収期間が短
期のエネルギー効
率対策

投資回収期間が長
期のエネルギー効
率対策

オンサイトでの再
生可能エネルギー
発電

二酸化炭素排出量
が多い暖房システ
ムの交換

2020年
(基準年)

物
件
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
強
度
(k
W
h/
m

2 )

ネットゼロ達成のためのエネルギ
ー強度の目標

再生可能エネルギ
ー料金に基づくエ
ネルギーに全面移
行

施策後のエネ
ルギー消費

建物運用期間でネットゼロを達成

ネットゼロ達成のための施策を理
解する

 ● 投資回収期間が短期であるエネルギー効率 
向上策には、照明を低エネルギー消費のLED 
(又は類似製品)に置き換えること、制御及び 
監視システムのアップグレード、エネルギー 
使用量を削減するための管理手法などがある

 ● 投資回収期間が長期であるエネルギー効率
向上策には、プラント及び設備をエネルギー
効率の高いものに交換することなどがある

 ● オンサイト発電用の再生可能エネルギー源
は、太陽光、風力、地熱、水力などの現実
的に使用可能で確立された技術を指す

 ● 暖房システムの交換とは、化石燃料(主に天然ガ
ス)を使用する暖房システムを、二酸化炭素排出
量の少ない代替燃料やヒートポンプを採用する
電気を使ったシステムに交換することを指す

どのように建物運用期間におけるネットゼロを達成するか

付録 B: ネットゼロ達成のための 
施策
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